
  

  

 

 

 

はじめに 

先月から、平成19 年6 月13 日付で公表された「経

営事項審査の改正について」（経営事項審査改正専

門部会取りまとめ）を中心とした同審議会公表の資料

をもとに、経営事項審査改正の動向を探って参りま

す。 

第二回目の今回から、「経営事項審査の改正につ

いて」に沿って改正の具体的な内容を吟味していき

たいと思います。 

なお、本稿の記載内容は、執筆時点での改正案に

基づいており、今後変更される可能性があること、い

つものとおり、意見に亘る部分は私見であることをあ

らかじめご了承願います。 

 

１． 改正の目的 

(1) 公共工事の企業評価における共通の物差しとし

て、公正で実態に則した評価基準の確立 

(2) 生産性の向上や経営の効率化に向けた企業の

努力を評価・後押し 

改正の目的は以上ですが、経営事項審査改正専

門部会は、改正について以下の視点から検討を加え

たとしています。 

① 企業努力を適切に評価し、企業経営の実態を的

確に反映したものとなるよう、評価項目及び基準

を見直す 

② 虚偽申請の徹底的な排除 

③ 企業形態の多様化に対応した経営事項審査と

する 

④ 競争参加資格審査や入札資格審査等の場面で

発注者が経営事項審査を適切に利用できるよう

にすべき 

これは、裏を返せば現行の経営事項審査が上記

①から④のような問題を抱えていると専門部会が考

えているものとみなすことが出来るかと思います。 

 

２． 評価項目及び基準の見直し 

現行の評価項目及び基準については、完成工事高

評価への偏重、経営状況分析における評点分布の

偏在等の課題があるため、各項目を見直す必要があ

るものとされており、具体的な見直しは以下のようにな

ります。なお、新基準による審査を平成20年度から行

うことができるよう、所要の準備を進めることとしていま

す。 

 

 

 

Monthly Press 

 
August.2007 

※このFAX は弊社のお客様向けに発信しております。今後ご不要であれば、お手数ですがご一報ください。

 (株)経営状況分析センター  
TEL: 0120-684-685 FAX: 03-5753-1587
e-mail: info@mfac.co.jp 

経営事項審査改正の動向 ② 改正の目的・評価項目及び基準の見直し（その１）

2-1． 完成工事高、利益、自己資本をバランス良く加味

した規模評価（X1,X2） 

（１） 完成工事高（X1）のウエイトを引下げ 

・ X1 の P 点全体へのウエイトを現行の 0.35 から

0.25 へ引下げ 

・ 評点の上限を現行の 2000 億円から 1000 億円

へ引下げ 

・ 評点幅を現行の 580 点～2616 点から 400 点程

度～2200 点程度に修正 

（２） X2 として、利益額（EBITDA）、自己資本額を評

価 

・ 従来の自己資本額/完工高、職員数/完工高の

評価を廃止 

・ 利益額及び自己資本額を評点化して評価 

・ 利益額は、会計基準による差異が小さく、年度

の変動の幅も小さい EBITDA（利払前税引前償

却前利益＝営業利益＋減価償却費）とする。 

・ 自己資本額は、貸借対照表の純資産合計の額

とする。 

・ X2 評点は、利益額の評点と自己資本額の評点

を概ね１：１で合算して算出する。 

・ X2 の P 点全体へのウエイトを現行の 0.1 から

0.15 へ引上げ 

 

X1 については、評点幅やウエイトの引下げとい

う、P 点全体に対するバランスの調整ということが

出来ると思います。一方、X2 については、評価方

法の抜本的な見直しが行われています。 

利益額については、営業利益、経常利益なども

考えられたと思いますが、改正案では EBITDA

（Earnings Before Interest, Taxes, Depreciation and Amortization /

ｲｰﾋﾞｯﾄﾃﾞｨｰｴｰ）を採用しています。また、EBITDA

の算式については、営業利益+減価償却費とされ

ていますが、税引前当期純利益+支払利息+減価

償却費など他の算式も考えられます。改正案の利

益額及び算式をどのような理由で採用したのかの

検討の過程が明確でないのは残念に感じます。

また、自己資本額についても、改正案では純資産

額としていますが、評価換算差額や連結における

少数株主持分を自己資本に含めてよいのかなど、

個人的には疑問を感じる部分もないではありませ

ん。 

（取締役 公認会計士・税理士 矢島和彦） 


